
◎文化財保護法の一部を改正する法律 
（平成一六年五月二八日法律第六一号）   

一、提案理由（平成一六年四月二七日・衆議院文部科学委員会） 

○河村国務大臣 このたび、政府から提出いたしました文化財保護法の一部を改正する

法律案について、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 文化財は、我が国の長い歴史の中で生まれ、はぐくまれ、今日の世代に守り伝えられ

てきた貴重な国民的財産であり、我が国の歴史、文化の理解のために欠くことのできな

いものであると同時に、将来の文化の向上発展の基礎をなすものであります。 

 文化財保護の制度は、これらの文化財のうち重要なものを指定、選定するなど、必要

な保護措置を講ずるものであり、我が国の文化行政の一翼を担うものとして、文化財保

護の推進に大きな貢献をなし、広く国民の間に定着しているところであります。 

 しかしながら、社会の変化に対応した文化財保護の制度の整備を図るため、国民の生

活に密接に関係した文化的な所産として新たに保護対象の拡大が求められる分野や、保

存及び活用のための措置が特に必要とされる分野への対応を図っていくことが必要とな

ってきております。 

 この法律案は、このような観点から、文化的景観及び民俗技術を新たに保護の対象と

するとともに、建造物に加え、他の有形の文化財を登録制度の対象として新たに追加す

るものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、文化的景観の保護についてであります。 

 地域における人々の生活または生業及び当該地域の風土により形成された景観地で、

我が国民の生活または生業の理解のため欠くことのできないものを文化的景観とし、新

たに文化財として位置づけることとしております。 

 文部科学大臣は、都道府県または市町村の申し出に基づき、別途今国会に提出されて

おります景観法案で定める景観計画区域または景観地区内にある文化的景観のうち、特

に重要なものを重要文化的景観として選定することとしております。 

 この重要文化的景観については、滅失または毀損した場合や現状変更等をしようとす

る場合に、所有者等が届け出を行うとともに、文化庁長官が必要な指導、助言または勧

告をすることができることとするなど、必要な保護措置を講じることとしております。 

 第二に、民俗技術の保護についてであります。 

 地域における生活や生産に関する用具、用品等の製作技術として伝承されてきた民俗

技術を文化財として保護するため、民俗文化財に、現行の風俗慣習及び民俗芸能等に加

えて、新たに民俗技術を追加し、現行の民俗文化財と同様の保護措置を講ずるものであ

ります。 

 第三に、登録制度の拡充についてであります。 

 届け出制と指導、助言、勧告を基本とする緩やかな保護措置を講ずる登録制度は、平



成八年の文化財保護法の改正により、保護の緊急性の高い建造物について導入され、こ

れまで効果的な保護が図られております。近年、保護の必要性が高まっている近代の生

活用具や資料、文書類等の文化財についても、より幅広く保護するため、建造物以外の

有形文化財、有形の民俗文化財及び記念物にも登録制度を拡充するものであります。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 なお、この法律案は、平成十七年四月一日から施行することとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御賛成くださいますようにお願いをいたします。 

二、衆議院文部科学委員長報告（平成一六年五月一四日） 

○池坊保子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、我が国の文化政策の一翼を担う文化財保護の制度について、社会の変化に対

応した整備を図るためのものであり、その主な内容は、 

 第一に、地域における人々の生活または生業及び当該地域の風土により形成された景

観地で、我が国民の生活または生業の理解のため欠くことのできないものを文化的景観

とし、新たに文化財として位置づけること、 

 第二に、地域における生活や生産に関する用具、用品等の製作技術として伝承されて

きた民俗技術を民俗文化財に新たに追加すること、 

 第三に、近年、保護の必要性が高まっている近代の生活用具や資料、文書類等の文化

財についても、より幅広く保護するため、建造物以外の有形文化財、有形の民俗文化財

及び記念物を登録制度の対象として新たに追加すること 

などであります。 

 本案は、四月五日本委員会に付託され、同月二十七日河村文部科学大臣から提案理由

の説明を聴取し、五月十二日に質疑を行い、同日質疑を終局し、本日採決の結果、全会

一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年五月一四日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一 文化的景観は、地域住民の生活と密接に関わるものであることから、住民の自主性

を尊重し、適切な配慮を行うとともに、市町村や都道府県に対する支援措置の充実に

努めること。また、景観法に基づく地域以外の文化的景観の保護の在り方について検

討を進めること。 

二 民俗技術などの民俗文化財の保護に当たっては、生活の発展に伴う変遷・変容が著

しいことにかんがみ、次世代への継承を図るため、保護団体への支援などによる適切



な保護に努めること。 

  また、指定の対象となり得る民俗技術について、その実態や変遷といった基礎的情

報の全国的調査をさらに進めること。 

三 新たに登録制度の対象となる、建造物以外の有形文化財、有形の民俗文化財及び記

念物について、登録を円滑かつ着実に行うとともに、修理に対する補助等支援措置の

充実に努めること。 

  また、登録の対象となり得る文化財について、その所在や保存状態といった基礎的

情報の全国的調査をさらに進めること。 

四 文化財の保存・活用の充実を図るため、地方公共団体における文化財保護の体制の

整備を行うとともに、税制上の優遇措置などの支援の充実に努めること。また、国民

が文化財に親しめる機会を拡充するため、国及び地方公共団体における有形・無形の

文化財の総合的な情報システムの整備、博物館・美術館等の充実やボランティア活動

の奨励・支援に努めること。 

三、参議院文教科学委員長報告（平成一六年五月二一日） 

○北岡秀二君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、社会の変化に対応した文化財保護制度の整備を図るため、人と自然との

かかわりの中で形成された文化的景観及び生活用具等の製作技術として伝承されてきた

民俗技術を新たに保護の対象とするとともに、建造物以外の有形文化財、有形民俗文化

財及び記念物を新たに登録制度の対象にしようとするものであります。 

 委員会におきましては、重要文化的景観の選定と景観法との関係、民俗技術を伝承す

るための方策、登録制度の対象拡大に伴い必要とされる地方自治体の役割等について質

疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年五月二○日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一、文化的景観の保護に当たっては、地域住民の生活と密接にかかわるものであること

から、住民の自主性を尊重し、適切な配慮を行うとともに、市町村や都道府県に対す

る支援措置の充実に努めること。 

  また、自然環境の保全、景観の形成等関連諸施策との関係についても、関係省庁と

十分連携・調整を図り、文化的景観の保護を進めるとともに、景観法に基づく地域以

外の文化的景観の保護の在り方について検討を進めること。 



二、民俗技術などの民俗文化財の保護に当たっては、生活の発展に伴う変遷・変容が著

しいことにかんがみ、次世代への継承を図るため、保護団体への支援、記録の作成な

どによる適切な保護に努めること。 

  また、指定の対象となり得る民俗技術について、その実態や変遷といった基礎的情

報の全国的調査を更に進めること。 

三、新たに登録制度の対象となる、建造物以外の有形文化財、有形の民俗文化財及び記

念物について、登録を円滑かつ着実に行うとともに、修理に対する補助、技術的指導

等支援措置の充実に努めること。 

  また、登録の対象となり得る文化財について、その所在や保存状態といった基礎的

情報の全国的調査を更に進めること。 

四、文化財の保存・活用の充実を図るため、地方公共団体における文化財保護の体制の

整備を行うとともに、文化財関係予算の拡充、税制上の優遇措置などの支援の充実に

努めるほか、文化財の保存・修理の技術の向上・普及にも留意すること。 

五、国民が文化財に親しめる機会を拡充するため、国及び地方公共団体における有形・

無形の文化財の総合的な情報システムの整備、博物館・美術館等の充実を通じた文化

財の積極的な公開・活用やボランティア活動の奨励・支援に努めること。 

  また、児童生徒が学校や地域において文化財に身近に接し、学習する機会の充実に

も努めること。 

  右決議する。 


